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(57)【要約】
【課題】この種の計測システムに、本出願人が提案する
発明がある。水準器を備えたゲージ棒と、ゲージ棒の両
端に設けたジョイント部材で構成し、ジョイント部材に
垂設した位置決めゲージと、一本～数本の計測ゲージで
構成し、計測ゲージで、車輌の歪みを計測する。一本の
ゲージ棒を基点として、一箇所～二箇所の歪みを計測で
きるが、一本のケージ棒を介して、計測するので問題で
ある。
【構成】車体の複数矯正座標点に支持した対の座標位置
決め兼支持具と、各座標位置決め兼支持具に、垂下した
各座標位置決めスケールと、各座標位置決めスケールに
一端を、座標計測支持具に他端を、支持した対の本体ス
ケールと、各本体スケールに、座標計測支持具の他端を
支持する際に、スペーサを介在し、本体スケールの他端
を、水平面に対して位相を変え、座標計測支持具に支持
する構造である。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　車体の二点の矯正座標点に支持したマグネット式の対の座標位置決め兼支持具と、この
対の座標位置決め兼支持具に、それぞれ垂下した各座標位置決めスケールと、この各座標
位置決めスケールに一端を、また座標計測支持具に他端を、それぞれ支持した対の本体ス
ケールと、この対の本体スケールの他端間にスペーサを介在し、この本体スケールの他端
を、水平面に対して位相を変えて、前記座標計測支持具に支持する構成とした車体の二点
の矯正座標点を計測するシステム。
【請求項２】
　請求項１に記載の車体の二点の矯正座標点を計測するシステムであって、
　その本体スケールを、角パイプと、この角パイプに遊嵌されるドラムスケールとで構成
し、この角パイプ、及びドラムスケールの各自由端側に、ホルダーを設け、このホルダー
に螺着した止め螺子を介して、前記座標位置決めスケール、及び座標計測支持具に可動可
能に設ける構成とした車体の二点の矯正座標点を計測するシステム。
【請求項３】
　請求項１に記載の車体の二点の矯正座標点を計測するシステムであって、
　そのマグネット式の対の座標位置決め兼支持具は、中心に陥没孔と、この陥没孔に対峙
した空洞部を設けた本体部と、この本体部の上面に設けたマグネットと、前記陥没孔に出
没自在に設けた位置決めピボットと、この位置決めピボットの出没を司るスプリングを、
この位置決めピボットと、前記本体部下端の鍔片との間に設け、また、前記陥没孔の底面
に貫設した皿部に、ボールを可動可能に載置し、このボールに、前記座標位置決めスケー
ルを支持する構成とした車体の二点の矯正座標点を計測するシステム。
【請求項４】
　請求項１に記載の車体の二点の矯正座標点を計測するシステムであって、
　その本体スケールの他端側に、水準器を設ける構成とした車体の二点の矯正座標点を計
測するシステム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、車体の故障箇所の矯正（修正）時に、使用し、この故障箇所の歪みを計測す
る車体の二点の矯正座標点を計測するシステムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、この種の計測システムとしては、本出願人が提案する特開２００２－１０７１０
５号の「車輌フレームの歪み計測機具」が挙げられる。この発明は、水準器を備えたゲー
ジ棒と、このゲージ棒の両端に設けたジョイント部材とで構成し、このジョイント部材に
垂設した位置決め（基準座標）ゲージ（スケール）と、一本又は数本の計測ゲージ等とで
構成し、この計測ゲージを介して、車輌の歪みを計測する発明である。この発明は、一本
のゲージ棒を基点として、一箇所又は二箇所の歪みを計測できるが、あくまでも、一本の
ケージ棒を介して、計測することから、その計測箇所（矯正箇所の計測）に制限があるこ
と、また計測に経験則を要すること等の改良点が挙げられる。
【０００３】
　前述の如く、一本のゲージ棒（本体スケール）を介して、計測する構造では、制限があ
ることに鑑み、その計測箇所（矯正箇所の計測）を、多元的に測定可能とする計測するシ
ステムか、これに類する装置等が望まれる処である。そこで、以下、関連する先行文献を
、列挙する。
【０００４】
　文献（１）は、特表平３－５０４１６７号の「自動車フレームを測定する方法」である
。この発明は、車体に複数の標的（矯正箇所を特定する）を配備し、この標的の頂点を座
標点（矯正座標点）とし、この座標点を、参照点（基準点）に設置したレーザーを介して
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計測し、この所定箇所間における距離及び角度を計測した計測値を、三角法の計算の基礎
とするとともに、コンピュータを駆使し、演算処理する構造であり、短時間に、かつ人手
を要さず、計測できること、又は正確な計測ができること等の特徴を有する。
【０００５】
　また文献（２）は、特表２００３－５３３６８５号の「物体の３次元形状測定方法及び
装置」である。この発明は、物体表面を、３次元形状を測定する方法であって、物体表面
の複数の領域を計測し、その少なくとも１回の計測の間に少なくとも１つの基準対象を計
測し、この物体表面の計測された領域を、互いに連結する物体表面の３次元形状測定方法
であり、物体表面を、空間的手法及び／又は３次元座標を求めて計測する構造とし、各種
の大きさとか、複雑な物体形状に対し、非接触で、この物体の表面に亘り、短時間で、効
率よく測定できる特徴がある。
【０００６】
　さらに、文献（３）は、特開平１１－２４１９０１号の「測定装置」である。この発明
は、本体スケールの一方の、一端に測定孔、或いは測定点との接触のための先端の尖った
マンドレルを、また他端に磁石取付手段及び取付手段を車両の底面にある孔に対して中心
を合わせるための心合せ手段を備えた心合せ手段を、また他方に測定ロッドを、それぞれ
設け、この測定ロッドの目盛を、車両にセットしたレーザーを介して、読取り、計測する
構造であり、車両の底板を測定するための低費用で簡単に扱える測定システムを提供する
。
【０００７】
【特許文献１】特表平３－５０４１６７号
【特許文献２】特表２００３－５３３６８５号
【特許文献３】特開平１１－２４１９０１号
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　文献（１）は、所定箇所間における距離及び角度を計測した計測値を、三角法の計算の
基礎とし、かつコンピュータを駆使し、演算処理する構造であり、確実かつ瞬時に歪等の
矯正値（矯正程度）を把握できる。しかし、この発明は、レーザーと各座標点との組合せ
構造であり、目視観察及び／又は簡易な操作による確認とは云えないこと、また計測値の
過ちを、速やかに、修正できないこと、及び操作が複雑であること、等の改良点が挙げら
れる。
【０００９】
　また文献（２）は、物体の表面を３次元的に計測する構造である。従って、矯正箇所の
計測値を、比較検討する構造でなく、また矯正箇所の数値を、正確かつ瞬時に把握するこ
とは不可能であり、その改良が望まれる処である。
【００１０】
　さらに文献（３）は、本体スケールの前記計測手段を介して、計測する構造である。従
って、その矯正箇所の計測に制限があること、及びこの計測箇所を、多元的に測定可能と
する計測するシステムではなく、その改良が、望まれる処である。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　請求項１の発明は、矯正箇所の矯正（修正）寸法（矯正寸法）を、少なくとも、二本の
本体スケールと、これを支持する対の座標位置決め兼支持具、及び座標計測支持具と、複
数のスケールとを利用した、三角手法を介して、目視観察及び／又は簡易な操作により、
確認かつ簡易に計測すること、又はこの計測値の過ちを、速やかに、修正できるようにす
ること等を意図する。また請求項１の発明は、矯正寸法を、前述の機具と、三角手法を介
して、計測する構造であり、操作の簡略性と、習得の容易性等を図ることを意図する。そ
して、請求項１の発明では、二本の本体スケールを、座標計測支持具に対して、段差（ス
ペーサ）を介して、支持する構成とし、この二本の本体スケールの（固定地と、可動時）
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において、交差をなくして、スムーズな動きと、それぞれの本体スケールの自由な動きを
確保すること等を意図する。
【００１２】
　請求項１は、車体の二点の矯正座標点に支持したマグネット式の対の座標位置決め兼支
持具と、この対の座標位置決め兼支持具に、それぞれ垂下した各座標位置決めスケールと
、この各座標位置決めスケールに一端を、また座標計測支持具に他端を、それぞれ支持し
た対の本体スケールと、この対の本体スケールの他端間にスペーサを介在し、この本体ス
ケールの他端を、水平面に対して位相を変えて、前記座標計測支持具に支持する構成とし
た車体の二点の矯正座標点を計測するシステムである。
【００１３】
　請求項２の発明は、請求項１の目的を達成すること、この目的を達成するのに最適な本
体スケールと、この本体スペースと座標計測支持具との関係を確立することを意図する。
【００１４】
　請求項２は、請求項１に記載の車体の二点の矯正座標点を計測するシステムであって、
　その本体スケールを、角パイプと、この角パイプに遊嵌されるドラムスケールとで構成
し、この角パイプ、及びドラムスケールの各自由端側に、ホルダーを設け、このホルダー
に螺着した止め螺子を介して、前記座標位置決めスケール、及び座標計測支持具に可動可
能に設ける構成とした車体の二点の矯正座標点を計測するシステムである。
【００１５】
　請求項３の発明は、請求項１の目的を達成すること、この目的を達成するのに最適な座
標位置決め兼支持具と、この座標位置決め兼支持具と座標位置決めスケールとの関係を確
立することを意図する。
【００１６】
　請求項３は、請求項１に記載の車体の二点の矯正座標点を計測するシステムであって、
　そのマグネット式の対の座標位置決め兼支持具は、中心に陥没孔と、この陥没孔に対峙
した空洞部を設けた本体部と、この本体部の上面に設けたマグネットと、前記陥没孔に出
没自在に設けた位置決めピボットと、この位置決めピボットの出没を司るスプリングを、
この位置決めピボットと、前記本体部下端の鍔片との間に設け、また、前記陥没孔の底面
に貫設した皿部に、ボールを可動可能に載置し、このボールに、前記座標位置決めスケー
ルを支持する構成とした車体の二点の矯正座標点を計測するシステムである。
【００１７】
　請求項４の発明は、請求項１の目的を達成すること、この目的を達成するのに最適な本
体スケールを提供することを意図する。
【００１８】
　請求項４は、請求項１に記載の車体の二点の矯正座標点を計測するシステムであって、
　その本体スケールの他端側に、水準器を設ける構成とした車体の二点の矯正座標点を計
測するシステムである。
【発明の効果】
【００１９】
　請求項１の発明は、車体の二点の矯正座標点に支持したマグネット式の対の座標位置決
め兼支持具と、対の座標位置決め兼支持具に、それぞれ垂下した各座標位置決めスケール
と、各座標位置決めスケールに一端を、また座標計測支持具に他端を、それぞれ支持した
対の本体スケールと、この対の本体スケールの他端間にスペーサを介在し、本体スケール
の他端を、水平面に対して位相を変えて、座標計測支持具に支持する構成とした車体の二
点の矯正座標点を計測するシステムである。
【００２０】
　従って、請求項１は、矯正箇所の矯正（修正）寸法（矯正寸法）を、少なくとも、二本
の本体スケールと、これを支持する対の座標位置決め兼支持具、及び座標計測支持具と、
複数のスケールとを利用した、三角手法を介して、目視観察及び／又は簡易な操作により
、確認かつ簡易に計測できること、又はこの計測値の過ちを、速やかに、修正できること
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等の特徴がある。また請求項１は、矯正寸法を、前述の機具と、三角手法を介して、計測
する構造であり、操作の簡略性と、習得の容易性等が図れる特徴がある。そして、請求項
１は、二本の本体スケールを、座標計測支持具に対して、段差（スペーサ）を介して、支
持する構成とし、この二本の本体スケールの（固定地と、可動時）において、交差をなく
して、スムーズな動きと、それぞれの本体スケールの自由な動きを確保できる実益がある
。
【００２１】
　請求項２の発明は、請求項１に記載の車体の二点の矯正座標点を計測するシステムであ
って、
　本体スケールを、角パイプと、角パイプに遊嵌されるドラムスケールとで構成し、角パ
イプ、及びドラムスケールの各自由端側に、ホルダーを設け、ホルダーに螺着した止め螺
子を介して、座標位置決めスケール、及び座標計測支持具に可動可能に設ける構成とした
車体の二点の矯正座標点を計測するシステムである。
【００２２】
　従って、請求項２は、請求項１の目的を達成できること、この目的を達成するのに最適
な本体スケールと、この本体スペースと座標計測支持具との関係を確立できること等の特
徴を有する。
【００２３】
　請求項３の発明は、請求項１に記載の車体の二点の矯正座標点を計測するシステムであ
って、
　マグネット式の対の座標位置決め兼支持具は、中心に陥没孔と、陥没孔に対峙した空洞
部を設けた本体部と、本体部の上面に設けたマグネットと、陥没孔に出没自在に設けた位
置決めピボットと、位置決めピボットの出没を司るスプリングを、位置決めピボットと、
本体部下端の鍔片との間に設け、また、陥没孔の底面に貫設した皿部に、ボールを可動可
能に載置し、ボールに、座標位置決めスケールを支持する構成とした車体の二点の矯正座
標点を計測するシステムである。
【００２４】
　従って、請求項３は、請求項１の目的を達成できること、この目的を達成するのに最適
な座標位置決め兼支持具と、この座標位置決め兼支持具と座標位置決めスケールとの関係
を確立できること等の特徴がある。
【００２５】
　請求項４の発明は、請求項１に記載の車体の二点の矯正座標点を計測するシステムであ
って、
　本体スケールの他端側に、水準器を設ける構成とした車体の二点の矯正座標点を計測す
るシステムである。
【００２６】
　従って、請求項４は、請求項１の目的を達成できること、この目的を達成するのに最適
な本体スケールを提供できること等の特徴を有する。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２７】
　本発明の一例を説明する。
【００２８】
　図面の説明をすると、図１は矯正座標点を計測するシステムの全体を示した一部省略の
側面図、図２－１は座標位置決め兼支持具の拡大断面図、図２－２は座標計測支持具の他
の使用例を示した拡大断面図、図３は、図１の全体の俯瞰図、図４は座標計測支持具と本
体スケール、並びにスペーサとの関係を示した要部の拡大俯瞰図、図５は本発明の矯正座
標点を計測するシステムの使用状態を示した縮尺俯瞰図、図６は図５の側面図、図７は図
５に示した矯正箇所の程度（損傷数値を模式的）に示した俯瞰図（損傷マーカ）である。
【００２９】
　１は車体Ａの複数の矯正座標点Ｈ１～Ｈ２等に支持したマグネット式の対の座標位置決
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め兼支持具で、この座標位置決め兼支持具１は、中心に陥没孔１００と、この陥没孔１０
０に対峙した空洞部１０１を設けた本体部１ａと、本体部１ａの上面１ａ１に設けたマグ
ネット２と、この陥没孔１００に出没自在に設けた位置決めピボット３と、位置決めピボ
ット３の出没を司るスプリング４と、陥没孔１００の底部１００ａ（陥没孔１００と、空
洞部１０１を仕切る中間壁）に貫設した皿部１０２、この皿部１０２に載置されたボール
５とで構成されており、このボール５に螺着された垂下杆６には、座標位置決めスケール
７が螺着または嵌入されている。そして、この座標位置決め兼支持具１の使用と、各部の
動作を説明すると、この座標位置決め兼支持具１は、前記マグネット２を、車体Ａの複数
の矯正座標点Ｈ１～Ｈ２等の磁性体部に磁着するか、及び／又は、位置決めピボット３を
、車体Ａの複数の矯正座標点Ｈ１～Ｈ２等の穴に挿入するかの方法で、支持、かつ垂下さ
れる。この座標位置決め兼支持具１の支持、かつ垂下と、前記座標位置決めスケール７を
介して、矯正箇所の特定と、矯正寸法を測定する。そして、この座標位置決めスケール７
は、皿部１０２に可動自在に載置されたボール５及び／又は垂下杆６を介して、この本体
部１ａの空洞部１０１に垂下、かつ可動自在に設けられる。尚、スプリング４は、位置決
めピボット３を常時、上方（矢印「イ」）に付勢する機能を達成するために、この位置決
めピボット３の底面と、本体部１ａ下端の鍔片１０３との間に設けられている。
【００３０】
　８は本体スケールで、この本体スケール８は、前記座標位置決め兼支持具１に一端８ａ
を、後述する座標計測支持具に他端８ｂを支持されている。この支持は、それぞれの止め
螺子１０、１１を介して、支持されている。この支持される位置は、この止め螺子１０、
１１の取扱で変更可能とする。そして、この本体スケール８は、角パイプ８００と、この
角パイプ８００に遊嵌されるドラムスケール８０１とで構成し、この角パイプ８００、及
びドラムスケール８０１の各自由端側（一端８ａと他端８ｂ）に、ホルダー１２、１３を
設ける。このホルダー１２、１３に設けた止め螺子１０、１１を介して、この角パイプ８
００の他端８ｂを、後述する座標計測支持具に可動可能に設け、かつこのドラムスケール
８０１の一端８ａを、前記座標位置決めスケール７に可動可能に設ける構成とし、この本
体スケール８（角パイプ８００、及びドラムスケール８０１）を、少なくとも、座標計測
支持具に対して、自由に移動可能とすること、又は床面に対して、水平、又は傾斜設置（
水平面設置）を可能とする構造である。また、この本体スケール８は、図１、図３で示す
ように、対で設け、後述するスペーサを介して、少なくとも、この座標計測支持具側にお
いて、変位位置に設ける構造とすることと、この座標計測支持具に、他端８ｂを支持する
構造とし、本発明が意図する三角領域での計測と、この計測の状態を、他の矯正座標点Ｈ
１～Ｈ２等に転用可能とする（図５を参照）。そして、この本体スケール８は、伸縮可能
であり、角パイプ８００とドラムスケール８０１を緊締する冶具１５の開放又は開放解除
（調整）を介して、ドラムスケール８０１を角パイプ８００から、出没することで、その
伸縮を図る構造であり、矯正座標点Ｈ１～Ｈ２等と座標計測点Ｈ１０（Ｘ部位、又は、Ｙ
部位）の距離に対応可能とする。図中８０１ａは目盛、１６は図示しないスケール、矯正
座標点棒等の取付け用の冶具である。さらに１８は本体スケール８に設けた水準器である
。
【００３１】
　そして、２０は座標計測支持具で、この座標計測支持具２０は、車体Ａの矯正用として
規定されている座標計測点Ｈ１０に設けられるものであり、前述の如く、対（一方、他方
）の本体スケール８、８－１の各他端８ｂ、８ｂが、スペーサ３０（後述する支持杆に遊
嵌する構造のスペーサ３０）を介して、この座標計測点Ｈ１０において、水平座標面（水
平面）で、変位（上下方向）位置に設けられる構造である。即ち、対の本体スケール８、
８－１の他端８ｂ、８ｂが、水平位置関係で交差しない構造とする。そして、この座標計
測支持具２０は、この一例では、スタンド２１と、このスタンド２１に設けた支持杆２２
と、この支持杆２２に設けたキャップ２３とで構成されており、座標計測点Ｈ１０に設け
られるとともに、前述の如く、対の本体スケール８、８－１の各他端８ｂ、８ｂを、支持
する。そして、この座標計測支持具２０は、座標計測点Ｈ１０に座標基準支持杆等のパー
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ツを吊下等して設ける場合は、不要である。尚、スタンド２１と、このスタンド２１に設
けた支持杆２２は、止め具３１の調整を介して、この支持杆２２の立上り長さを変更でき
る構造である。
【００３２】
　図中３２は、支持杆２２の上端の螺子部２２００に螺着される連結具であり、この連結
具３２を介してソケットアダプター３３を設ける。このソケットアダプター３３と、図示
しない冶具を利用し、この支持杆２２の立上り長さを変更するか、又はこの支持杆２２の
位置及び／又は本体スケール８等の位置、方向を変更できる実益がある。
【００３３】
　そこで、本発明の二点の矯正座標点を計測するシステムの使用の一例を説明すると、図
５に示した本発明の矯正座標点を計測するシステムの使用状態を示した縮尺俯瞰図におい
て、座標位置決め兼支持具１を、車体Ａの矯正座標点Ｈ１（基準点Ｈ１）と矯正座標点Ｈ
２（基準点Ｈ２）に、それぞれセットし、座標計測支持具２０を座標計測点Ｈ１０にセッ
トした状態において、その矯正寸法を計測する。
【００３４】
　この際に、傾斜状態にセットした一方の本体スケール８の他端８ｂを、スペーサ３０を
分岐点として、支持杆２２の下側に固定する。また車体Ａの車長方向に直線状態にセット
した他方の本体スケール８－１の他端８ｂを、スペーサ３０を分岐点として、支持杆２２
の上側に固定する。
【００３５】
　そして、この一方の本体スケール８の一端８ａを、座標位置決め兼支持具１のマグネッ
ト２を介して、矯正座標点Ｈ１にセットする。またこの他方の本体スケール８－１の一端
８ａを、座標位置決め兼支持具１のマグネット２を介して、矯正座標点Ｈ２にセットする
。このようにしてセットされた、ある車体Ａの正規寸法は（一例である）、一方の本体ス
ケール８で計測される正規寸法の一例は、１２７３ｃｍで、他方の本体スケール８－１で
計測される正規寸法の一例は、１５５４ｃｍとなる。尚、一部箇所の車高の正規寸法は、
３０９ｃｍである。
【００３６】
　そこで、矯正が必要となる車体Ａ（図示せず、仮想である）を、それぞれセットした一
方の本体スケール８と、他方の本体スケール８－１を介して、矯正箇所における矯正座標
点Ｈ１と、矯正座標点Ｈ２の寸法を計測する。この計測は、この一例では、座標計測点Ｈ
１０であるＹ部位を基点とする。この際に、図５の如く、Ｙ部位において、一方の本体ス
ケール８に設けたスケールを介して、計測し、その数値が、１２７０ｃｍとすると、前記
正規寸法１２７３ｃｍに対して、その誤差は－３ｃｍとなり、この３ｃｍ矯正する必要が
あり、図示しないコンピュータに入力する。また他方の本体スケール８－１に設けたスケ
ールを介して、計測し、その数値が、１５５０ｃｍとすると、前記正規寸法１５５４ｃｍ
に対して、その誤差は－４ｃｍとなり、この４ｃｍ矯正する必要があり、図示しないコン
ピュータに入力する。また同様に、Ｘ部位において、一方の本体スケール８に設けたスケ
ールを介して、計測し、その数値が、１２７３ｃｍとすると、前記正規寸法１２７３ｃｍ
に合致することから、その誤差は０ｃｍ矯正する必要がないことを、図示しないコンピュ
ータに入力する。また他方の本体スケール８－１に設けたスケールを介して、計測し、そ
の数値が、１５５１ｃｍとすると、前記正規寸法１５５４ｃｍに対して、その誤差は－３
ｃｍとなり、この３ｃｍ矯正する必要があり、図示しないコンピュータに入力する。尚、
一部箇所の車高を計測することも可能であり、図６に示すように、支持杆２２に設けたス
ケールを介して、計測する。例えば、Ｘ部位において、その数値が、３２０ｃｍとすると
、前記正規寸法３０９ｃｍに対して、その誤差は＋１１ｃｍとなり、この１１ｃｍ矯正す
る必要があり、図示しないコンピュータに入力する。また同様に、Ｙ部位において、その
数値が、３０９ｃｍとすると、前記正規寸法３０９ｃｍに対して、その誤差は０ｃｍ矯正
する必要がないことを、図示しないコンピュータに入力する。
【００３７】
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　以上のＸ・Ｙ部位の各損傷データを表示したのが、図表１であり、下記に示す。
【００３８】
　図表１

【００３９】
　また前記図６の損傷箇所を損傷マーカとしたものが、図７に示されている。
【図面の簡単な説明】
【００４０】
【図１】図１は矯正座標点を計測するシステムの全体を示した一部省略の側面図
【図２－１】図２－１は座標位置決め兼支持具の拡大断面図
【図２－２】図２－２は座標計測支持具の他の使用例を示した拡大断面図
【図３】図３は、図１の全体の俯瞰図
【図４】図４は座標計測支持具と本体スケール、並びにスペーサとの関係を示した要部の
拡大俯瞰図
【図５】図５は本発明の矯正座標点を計測するシステムの使用状態を示した縮尺俯瞰図
【図６】図６は図５の側面図
【図７】図７は図５に示した矯正箇所の程度（損傷数値を模式的）に示した俯瞰図（損傷
マーカ）
【符号の説明】
【００４１】
　　　１　　　　　　　座標位置決め兼支持具
　　　１ａ　　　　　　本体部
　　　１ａ１　　　　　上面
　　　１００　　　　　陥没孔
　　　１００ａ　　　　底部
　　　１０１　　　　　空洞部
　　　１０２　　　　　皿部
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　　　１０３　　　　　鍔片
　　　２　　　　　　　マグネット
　　　３　　　　　　　位置決めピボット
　　　４　　　　　　　スプリング
　　　５　　　　　　　ボール
　　　６　　　　　　　垂下杆
　　　７　　　　　　　座標位置決めスケール
　　　８　　　　　　　本体スケール
　　　８－１　　　　　他方の本体スケール
　　　８ａ　　　　　　一端
　　　８ｂ　　　　　　他端
　　　８００　　　　　角パイプ
　　　８０１　　　　　ドラムスケール
　　　８０１ａ　　　　目盛
　　　１０　　　　　　止め螺子
　　　１１　　　　　　止め螺子
　　　１２　　　　　　ホルダー
　　　１３　　　　　　ホルダー
　　　１５　　　　　　冶具
　　　１６　　　　　　冶具
　　　１８　　　　　　水準器
　　　２０　　　　　　座標計測支持具
　　　２１　　　　　　スタンド
　　　２２　　　　　　支持杆
　　　２２００　　　　螺子部
　　　２３　　　　　　キャップ
　　　３０　　　　　　スペーサ
　　　３１　　　　　　止め具
　　　３２　　　　　　連結具
　　　３３　　　　　　ソケットアダプター
　　　Ａ　　　　　　　車体
　　　Ｃ　　　　　　　計測点
　　　Ｈ１～Ｈ２等　　矯正座標点
　　　Ｈ１０　　　　　座標計測点
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